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いる。幾つかの修正はプロダクトのバージョンアップに盛り込まれる予定である。今後は過去データにつ
いて 2002 年より再処理を行ったものを順次公開すると共に、GCM の検証に利用される予定である。
　昨年度までの解析により、東アジア域から北太平洋に続く領域で、季節の進行に伴い散乱日射量の増
加と直達日射量の減少が確認されていた［Takenaka et al., 2011］。また、その傾向は ADEOS-II/GLI に
よっても確認されており、それにより北大西洋においても同様の傾向が見られることが確認された。今年
度は北大西洋領域に着目し、静止衛星データを用いて追試を行った。現象のピークである６月と、収束点
である９月の解析結果を図 1.2.5.6.-2. に示す。北大西洋において６月に散乱日射量の増加と直達日射量
の減少傾向が確認できる。９月には既に収束しており、北大西洋側に特徴的な傾向は見られない。また、
６月において北大西洋域よりも太平洋側の散乱フラックスが強い傾向が見られるが、これは ADEOS-II/
GLI の解析結果で得られた傾向と一致する。これらは大陸側から海上へ輸送されるエアロソルが、海上の
雲生成に影響を与えているためではないかと考えられるが、結論には詳細な検証を必要とする。
1.3.  プログラム３：衛星利用高度化プログラム
［概要］
　宇宙基本法の成立 (2008 年）により、「宇宙開発と利用」に関する我が国の施策は「研究開発」から技
術の幅広い「利用」へと変化した。今後の環境リモートセンシングは具体的な問題の発見・理解・解決、
施策への反映を目指した多くの関連分野の協働体制の中におけるリモートセンシング技術の利用方法の確
立を推進する必要がある。そこで、本プログラムでは日本および世界における解くべき重要な課題を設定
し、リモートセンシングの成果を地上における情報と融合させ、異分野協働による衛星利用方法の高度化
を達成することを目的とする。
［短期および中期の達成目標］
《短期目標》（２−３年）
・ 中国における環境変動に関する研究
・ 台地−低地系水循環の生態系サービス機能の評価（千葉県との協働）
・ 生物多様性に関わる空間情報の抽出（千葉県との共同）
・ 花粉症対策に役立つ情報の構築
・ Web を利用した空間情報発信システムに関する研究
・ 気候変動に適応した環境保全型食糧生産支援システム構築−
《中期目標》（６年）
　沙漠化、水問題、食糧問題、生態系サービス機能の評価、都市・農村計画、等の課題に対して、積極的
にリモートセンシングの活用を図り、地上における情報との融合に基づき、新たな衛星の利用方法の創出
を図る。
・ アジアにおける環境変動のモニタリングと要因解析
・ 千葉県における健全な水循環と生物多様性の再生
・ 災害・環境リテラシーを醸成する空間情報システムに関する研究
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・ 生活に役立つ空間情報の構築と提供
Program 3: Advanced application of satellite remote sensing
 Since the establishment of the “Aerospace Basic Act” in 2008, the major purpose of the national 
policy over the space development and utilization has changed from the stage of research and devel-
opment to that of wide-range, practical utilization. Thus, it is absolutely needed for the environmen-
tal remote sensing community to establish the methodology of utilization of remote sensing for find-
ing, understanding, and solving various problems on both scientific and social bases. In view of such 
background, this program (Program 3) aims at assigning important problems that must be solved on 
national and global levels, integrating the results of satellite and ground-based observations, and re-
alizing the advanced application methodology of satellite remote-sensing data through the synergetic 
activities of scientists representing various fields of environmental monitoring. 
<Short term targets>  (2-3 years)
・	Researches on environmental changes in China.
・		Evaluation of ecological services of hydrologic cycle in the Quaternary uplands (collaboration with 
Chiba Prefecture).
・		Extraction of spatial information in relation to the biodiversity (collaboration with Chiba Prefec-
ture).
・		Formation of database useful for the mitigation of pollen influence on human health.Research on 
web-based dissemination of spatial information.
・		Construction of environment-friendly food production support system for adaptation strategy to cli-
mate change.
<Middle term targets>  (6 years)
 We plan to produce novel application methodology of satellite remote sensing data in combination 
with the data obtained from ground observations. The targets will include various problems such as 
desertification, water problem, food security, evaluation of ecological services, urban and rural plan-
ning, etc.
・	Monitoring and causal analyses of environmental changes in Asia.
・	Restorations of sound hydrologic cycle and biodiversity in Chiba prefecture.
・	Study on spatial information system that nurtures the disaster- and environmental literacy.
・	Construction and provision of spatial information helpful to our daily life.
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《第１期プロジェクトとの対応》
プロジェクト４： 地域社会に役立つリモートセンシングの実現　−多様な空間情報のシナジーによる社会
基盤情報の発信
プロジェクト１：衛星データによる地球表層環境変動の実態把握とその要因解析
［研究内容と平成 22 年度の成果］
1.3.1.  インターネットによる社会基盤情報の提供（継続）（近藤昭彦）
（内容）
　中期計画に関わるデータセンター機能として、衛星画像、主題図情報をはじめとするラスター画像を
WEB 上で高速に転送し、閲覧（拡大・縮小・移動・重ね合わせ、等）を可能にするシステムを開発し、
運用を継続している。コンテンツの追加およびスクリプトの改良を継続して行い、システムの機能向上に
務めている。平成 22 年度まで継続して公開している項目は以下の通りである。
1.3.1.1.  日本の国土−土地分類調査と水調査
⑴　国土調査成果図表のダウンロード
　国土調査・土地分類基本調査の表層地質図、地形分類図、土壌図、土地利用現況図を画像データ
（400DP）をダウンロード。
⑵　災害履歴図− 20 万分の１土地保全基本調査
　日本の都道府県のうち、32 都府県で作成されている災害履歴図の閲覧。
⑶　利水現況図・調査書
　一級水系（109 水系）及びその周辺地域を対象に、流域内の水文、利水、治水に関する既存資料の収
集整理、現地調査等を行い、その結果を、主要水系調査書及び利水現況図にとりまとめたもの。
⑷　50 万分の１土地分類図
　①北海道地方、②東北地方、③関東・中部地方、④中部・近畿地方、⑤中国・四国地方、⑥九州地方、
の 50 万分の１地形分類図、表層地質図、土壌図の ImageWebServer による閲覧、および JPG 画像を提
供します。
⑸　地下水マップ
⑹　千葉県の土地条件−地形・地質・土壌・土地利用
　千葉県の国土調査・土地分類基本調査の表層地質図、地形分類図、土壌図、土地利用現況図を閲覧する
システム。比較、重ね合わせ、透過により判読を容易にするシステム。
1.3.1.2.  衛星画像で見たアジア
⑴　Geocover TM モザイクによるアジア地域の 1990 年頃と 2000 年頃の比較
　アジア地域の 1990 年頃と 2000 年頃の TM 画像の比較。森林の変化、都市化、海岸線の変化、農地
の変化、等々様々な変化が見える。
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⑵　日本 Geocover TM モザイク　1990 年頃と 2000 年頃
　NASA/Geocover TM モザイクの 1990 年と 2000 年画像を使った画像表示システム。日本全体を高
速で拡大・縮小し、1990 年と 2000 年の比較が行える。
⑶　LANDSAT TM 東アジアの 20 年　− TM 時系列画像の閲覧 −
　晴天時のランドサット TM 画像をシーンごとに閲覧可能。東アジアの広い範囲をカバーしており、今
後もデータの収集を継続する予定。
⑷　宇宙から房総ウォッチング
　衛星データが撮影した様々な画像を閲覧可能。一番古い画像は 1972 年 11 月 26 日のランドサット１
号の画像。最新の画像は 2009 年１月２日の ALOS（だいち衛星）の PRISM データ。
1.3.2.  東日本大震災に関わる情報の公開　（近藤昭彦）
（内容）
　平成 23 年３月 11 日に発生した東北太平洋沖地震は人の暮らしに多大なる影響を及ぼした。発生直後
から、震災に関わる多様な情報、および復旧、復興に役立てることが可能な地理情報を WEB で公開して
きた。下記の URL で公開しているが、引き続きデータの追加、リンクを継続していく予定である。
　URL: http://dbx.cr.chiba-u.jp/GDES/20110311/
【リンクしている情報】
　放射性物質による環境水の汚染／放射性物質の拡散／放射性物質に関する知識／メッセージ・主張・解
説／政府・行政など／研究機関など／大学など／学会など／民間企業など／東京湾岸・千葉県−液状化現
象・津波／貞観地震・貞観津波、歴史地震／ 2011 年３月 12 日長野県・新潟県境の地震／その他
【東北・関東沿岸域の地形分類図の公開】
・１/50 万土地分類基本調査（東北）
・１/20 万都道府県別土地保全図（災害履歴図を含む）
　岩手県／宮城県／千葉県
・１/ ５万土地分類基本調査（地形分類図）トップ／
　青森県（５万）／岩手県（５万）／宮城県（５万）／福島県（５万）／茨城県（５万）
・その他 
1.3.3.  地域の環境変動に関する研究（継続）（近藤昭彦）
（内容）
　地球環境変動はグローバルスケールで徐々に顕れるのではなく、特定地域において先行して出現する。
このような地域を発見するために 1.4.1 のシステムを活用し、発見された地域に対してはリモートセンシ
ングによる徹底的な観察と解釈を試みる。その際、地域性（気候、地形、植生、等の地域の特徴、風土）
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を重視するが、地域性に基づいて理解された環境変動に対してのみ正しい対策を講じることが可能にな
る。グローバルな環境変動はプログラム１で対象としているので、ここでは地域的な環境変動について解
析を行った。平成 21 年度に実施した課題は下記の通りである。
⑴　中国、東北地方の土地利用変化とその要因解析（継続）
　東北平原、および三江平原における水田の抽出と作付け面積の経年変化を地図化した。
⑵　中国、海河流域における人間活動と水環境変化（継続）
　流域の人口密度が高い湖沼“白洋淀”を対象として水域・湿原植生マッピングを行った。
⑶　中国、内蒙古高原における地表面状態の変化と黄砂の発生に関する研究（継続）
　黄砂の発生を気象要因だけでなく、地表面の要因も加えて説明を試みた。
⑷　中国、新疆における水環境変化の社会・経済的要因（継続・課題追加）
　新疆における降水解析を新規課題として追加し、乾燥地域における水害について検討を行った。
⑸　ベトナム、フエラグーンにおける土地被覆変化と災害脆弱性に関する研究（継続）
　多時期 SAR 画像による水域判別の結果から治水地形分類図を作成し、標高データ、既存の地形分類図
を用いて検証を行った。
⑹　アジアにおける農事暦の変化に関する研究（新規）
　緑の革命による稲作カレンダーの変化をリモートセンシングにより抽出した。
⑺　バングラディシュ、ガンジス川河口域の地形変化（継続）
　河口域では侵食と堆積の双方が認められ、全体としては堆積が卓越し、三角州は成長しつつあることを
明らかにした。
⑻　千葉県の災害・環境に関する研究
・千葉県、下総台地における硝酸汚染に関する研究（継続）
・千葉県の諸河川の水文学的特性（継続）
・減災を目的とした千葉県の土地条件を発信する災害情報システムの運用（継続）
　なお、共同利用研究においても地域の環境解析に関する研究を実施している。各成果は学会等で発表を
行うとともに、論文として出版準備中である。
1.3.4.  空間情報・感測データ統合型花粉情報提供支援システム（本郷千春）
（はじめに）
　現在、スギ花粉飛散量の予測は、前年夏期の日射量、日照時間、平均気温、最高気温や雄花の生育状況
などを用いて行われている。積算日射量や積算気温値が大きい時に花粉飛散量が多くなる傾向があること
に着目した予測モデルが利用されているが、年度によってはこの条件において必ずしも翌年の花粉飛散量
が多いとは限らない場合がある。この理由として、使用されている気象データはアメダスで観測されたも
のが多いことから実際のスギ・ヒノキの植生地とは一致していない場合が多いこと、観測された気象デー
タは１地点の情報であり必ずしも森林域全体を代表しているとは限らないことなどが上げられる。さら
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に、伐採や植林などによる面積変化も加味する必要があり、スギ・ヒノキなど樹種の空間分布及び年々変
動を正確に把握することが、今後予測の精度を上げる上で必要となる。
　そこで、植生の有無や多少、活性度と関係がある植生指数など、衛星画像から得られる面的な情報を予
測手法に加えることが予測精度の向上につながるのではないかと考え、本研究を着想した。既報におい
て、NDVI 値と花粉飛散量との関係を調べた結果、７、８月の積算 NDVI 値と翌年の花粉飛散量との間に
有意な関係が得られ、積算 NDVI 値が花粉量予測手法に有効であることを示した。そこで今回、気象要素
と関連する fPAR（Fraction of Photosynthetically Active Radiation）を用いることで、さらに花粉飛
散予測精度を向上させられるのではないかと考え、2005 〜 2010 年に観測された花粉飛散量と fPAR 値
の関係について検討した。
1.3.4.1.  花粉飛散量と積算 fPAR 値の関係
1.3.4.1.1.  月別での比較
　５〜 12 月の各月ごとの積算 fPAR 値と、花粉飛散量との関係を調べた。その結果、５月から６月にか
けて相関係数が高くなり、６月でもっとも高くなり R ２＝ 0.74 であった。その後８月になると徐々に相
関係数が低くなるものの、５〜８月では各月の積算 fPAR 値が大きいほど翌年の花粉飛散量が多くなる
関係が得られた。一方、９月になると両者の関係は負となり、10 月以降になると相関関係はないが積算
fPAR 値と花粉飛散量には負の傾向が見られた。
　花粉飛散終息後、６月から新しい雄花芽の分化が始まるため、雄花芽形成初期にあたる６月の fPAR 
が雄花芽の分化におおきく関与していることが推察された。また、雄花が分化したスギは９月から花粉形
成期に入り、11 月頃に花粉が成熟し休眠に入る。雄花芽形成時に得た光合成有効放射量は雄花芽の成長
を促進させるが、花粉形成時に得た光合成有効放射量は、休眠に向けてあまり利用されていないことが推
察された。
1.3.4.1.2.  最適積算期間の検討
　６〜 12 月、７〜 12 月の積算 fPAR 値と花粉飛散量との関係を比較し、最適積算期間の検討を行った。
その結果、積算期間に６月を加えると７月を積算開始月とした場合よりも相関係数が高くなり、前述の通
り６月の積算 fPAR 値が花粉飛散量に大きく関係していることが推察された。
　もっとも高い相関係数が得られた積算期間は６〜 11 月であった（R ２＝ 0.87）。雄花芽が分化を始め
花粉が成熟するまでの花粉形成に関わる全期間の積算 fPAR 値が、花粉飛散予測に有効である可能性が
示された。
　また、前報において花粉飛散量と最も相関関係があった NDVI 積算期間と同じ、７、８月の積算 fPAR
値と花粉飛散量の相関係数は R ２＝ 0.77 であり、これに６月の fPAR 値を加えるとより高い相関関係が
得られた（R ２＝ 0.86）。このことから、６〜８月の積算 fPAR 値を利用して翌年の花粉飛散状況の速報
を提供できること、６〜 11 月の積算 fPAR 値を現行の予測手法に加えることで、花粉予測精度がより向
上する可能性が考えられる。
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1.3.4.1.3.  花粉飛散量ポテンシャルマップの作成
　花粉飛散量と最も相関の高かった６〜 11 月の積算 fPAR 値と花粉飛散量の関係から回帰式を求め、そ
の式をもとに花粉飛散量ポテンシャルマップを作成した。図 1.3.4.1.3. は、花粉飛散量が多い場所から
少ない場所を相対的に５段階に区分し、それぞれ赤、オレンジ、緑、シアン、青で表示したものである。
2005 年は飛散量が多い赤やオレンジ色に表示された場所が占める割合が多いが、翌年の 2006 年には相
対的な飛散量が少ない青色が占める割合が高いのが確認できる。また、2010 年では飛散量が少ない青色
の場所が多いが、翌年には赤やオレンジ色が占める割合が高くなっている。スギの生理学的特性として、
花粉を大量飛散した翌年は気象条件に依存せず花粉飛散量が少なくなる場合があると言われている。さら
に、飛散量が少なかった翌年は前年よりも飛散量が多くなるとの報告もあり、マップはこのような傾向を
面的に把握出来る可能性を示していると思われる。
　今後は、fPAR と NDVI を併用した解析や、今回得られた結果が他地域にも適用出来るか対象地域を広
げ、対象年数を増やして検討していきたいと考えている。
　
1.4.  地球温暖化と気象・海洋情報の活用プログラム（寄附研究部門）
［概要］
　地球温暖化の影響が顕在化する中で、温暖化の現象の解明・対策・適応を目標とした研究領域におい
て、衛星リモートセンシングと気象・海洋情報を活用した研究活動を行う。IPCC 報告で人間活動を起源
とした温室効果ガスの排出が温暖化に影響を及ぼしている可能性が指摘されて久しい。しかし、地球温暖
化の影響を監視し、現象を解明する場合の問題点は数多く存在する。同時に、温暖化の影響を把握して対
策・適応を研究することも重要な課題であり、研究目標として急がれる。本プログラムでは、とくに温暖
化の対策・適応を、主として交通と気象との関連を中心に研究するとともに、リモートセンシングによる
環境研究と社会のつながりの強化を図る。
図 1.3.4.1.3．
